
１　施策の位置付け

２　施策の取組状況

・ボランティアセンターへの登録団体数は，高齢者等地域活動支援ポイント事業の定着などにより増加しており，地
域でのボランティア活動に対する市民の関心の高まりが継続して見られる。
・ボランティア養成講座については，市民ニーズに対応した講座の内容・参加形式・期間等を工夫しながら実施し
ており，東日本大震災以降は，被災地でのボランティア活動を実践する講座により，受講者数も増加したが，近年
は，気軽に参加できる入門講座に加え，講座修了者の今後の継続したボランティア活動に繋げるために基礎的な
知識や経験のある方を対象に絞った実践的な講座を開催するなど，フォローアップの強化に努めたことで，受講者
数は減少したが，内容の充実を図ることができた。
・災害時要援護者支援制度については，地区支援班が１地区，台帳共有地区が３地区増え，共有化率が増加して
いる。

市民満足度

・継続した啓発事業や高齢者等地域活動支援ポイント事業の定着などにより，地域での相互扶助を目的としたボラ
ンティア登録団体数が増えるなど，地域が主体となった助け合いの意識が高まりつつあり，市民満足度は前年度よ
り向上している。

概ね順調

総合評価
　順調 ：（Ａ評価が２つ以上
（Ｃ評価がある場合を除く。））
　　　　　［９０点以上］

　概ね順調 ：
　（主にＢ評価が２つ以上）
　　［６５点以上９０点未満］

　やや遅れている ：
　（Ｃ評価が２つ以上）
　　　　［６５点未満］取組内容と成果・成果の要因，進捗の状況

施策を取り
巻く環境等

・国においては，生活困窮者自立支援法により，生活保護に至る前の自立支援策の強化が図られたほか，地域包括ケアシステムの構築の推進や地域共生社会の実現のための検討・法改正が進められている。
・東日本大震災後も多発する自然災害により，地域における支え合いや助け合いはますます重要視され，また，少子高齢化・核家族化の進行，高齢者世帯を中心とした生活保護受給世帯の増加や子どもの貧困・貧困の連鎖，高齢者・障がい
者・子ども・生活困窮者等が抱える複合的な福祉ニーズの増大など，様々な福祉課題が生じており，対応が求められている。
・災害発生時における要援護者の迅速かつ的確な避難誘導に向け，更なる制度の周知と各地域での支援班の設置や災害時要援護者台帳の整備を進める必要がある。
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　Ａ ： 計画以上
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②市民意識
調査結果
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　Ａ ：前年度より向上
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　　　　　　［３３点］
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市社会福祉協議会ボランティアセンター登録
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  ③　主要な構成事業の進捗状況
　　（主要な構成事業の個別の進捗状況は，「３　施策を構成する事業の状況｝を参照） Ｂ

指
標
２

ボランティア養成講座受講者数
（人）

単年度
目標値

474 491 508 525 542

9.5%

目標値
（Ｈ29）

１７９団体
単年度の
達成度

93.1% 98.9% 120.5% 170.1% 185.4% 193.9%

前年度からの
増減

4.6% -4.0% -0.3% -1.1%

Ａ

現状値 １７３団体 実績値 162 173 212 301 330 347

28.6% 33.2% 29.2% 28.9% 27.8% 37.3%

評価

指
標
１

社会福祉協議会ボランティアセ
ンターのボランティア登録団体
数（団体）

単年度
目標値

174 175 176 177 178

H24
（現状値）

H25 H26 H27 H28 H29評価
②
市
民
意
識
調
査
結
果

指
標
３

指標名（単位）

179

Ａ

施策の満足度（％） 調査結果
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37.8%

施策目標 市民が地域の福祉活動に積極的に参画しています。
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（目標年）

政策名
（基本施策名）

５　都市の福祉力を高める 政策の達成目標
（基本施策目標）

充実した保健・福祉サービスにより，住み慣れた地域において自立した生活を送っています。

平成３０年度　行政評価　　施策カルテ

施策名 １　市民の福祉活動への参画促進 施策主管課 保健福祉総務課 総合計画記載頁 95ページ

政策の柱 Ⅰ　市民の安全で健康な笑顔あふれる暮らしを支えるために

※『①施策指標』の単年度の達成度の計算について

★ 逓増型の指標（目標値が基準値より増加することが望ましいもの） × １００ （％）

★ 逓減型の指標（目標値が基準値より減少することが望ましいもの） × １００ （％）
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３　施策を構成する事業の状況 ※凡例　○：「総合計画の戦略プロジェクト・主要事業」対象，★：「③ 主要な構成事業の進捗状況」対象（５事業選択）

対象者・物（誰・何に） 取組（何を）

1 やさしさをはぐくむ福祉のまちづくり事業 ★
市民の福祉意識の高揚や活
動等の普及啓発

市民・事業者 ・福祉のまちづくり表彰の実施 計画どおり 245 H13
　市民・事業者の優れた取組等を表彰することは，意識の高揚や活動等の普及啓
発につながる有効な手段であるため，継続して実施していく。

2 保健と福祉の出前講座の実施 　
保健福祉サービスの市民理
解の促進

市民 ・保健と福祉の出前講座の実施 計画どおり - H17
　市が実施する保健福祉サービスや福祉制度などを市民が理解し，必要とする
サービスを適切に利用できるよう，住民や団体などへの講座を継続して実施してい
く。

3 市民福祉の祭典開催 ★
福祉への理解促進と地域の
連帯感の高揚

市民
・福祉の祭典を開催し，福祉活
動等の周知や啓発を実施

計画どおり 700 H19
　本市の総合的な福祉イベントとして市民意識の高揚を図る良い機会であるため，
より多くの市民が参加しやすい事業内容となるよう，各団体と連携協力し，継続し
て実施していく。

4 災害時要援護者支援事業 ○★
災害時に避難支援を希望す
る在宅高齢者や障がい者な
どに対する支援体制の整備

市民・自力避難が困難な
在宅高齢者や障がい者
などのうち避難支援を希
望する方

・地区支援班の設置
・地域台帳の整備
・制度の周知

計画どおり 907 H19

　日頃からの声かけ・見守り活動や，災害発生時における要援護者の迅速かつ的
確な避難誘導に向け，更なる制度の周知と各地域での支援班の設置や災害時要
援護者台帳の整備を進めるとともに，避難行動要支援者名簿を活用した避難支援
について，関係機関と連携協力していく。

5 民間福祉避難所情報伝達体制整備費 ○★
災害時における高齢者や障
がい者等の安全で安心な生
活環境の確保

民間福祉避難所（高齢
者・障がい者施設）

・ＭＣＡ無線機の配備による災
害時の連絡体制を強化

計画どおり 2,054 H24
　災害時の福祉避難所協定を締結した民間の福祉施設と，災害発生時に，迅速か
つ円滑に要援護者や物資を受け入れられるよう，引き続き，通信訓練の実施やＭ
ＣＡ無線機の適切な管理に努め，市との情報伝達体制を維持・確保していく。

6
ひとり暮らし高齢者等の安心ネットワークシステム
（再掲）

○★
地域の見守りと支援体制の
充実

65歳以上のひとり暮らし
高齢者等

・地域による見守り
・地域包括支援センターによる
安否確認

計画どおり 2,203 H15

　民生委員などと連携し，見守りを必要とするひとり暮らし高齢者等の適切な把握
に努め，対象者に対しては，地域包括支援センターをはじめとする重層的な見守り
に取り組むため，地域（個別）ケア会議において見守り体制等について検討してい
く。

４　今後の施策の取組方針

№

今後の方向性

〈施策全般〉
◆誰もが地域福祉の担い手としての役割を認識しながら，地域福祉活動を継続的に行えるよう，市民の自発的な活動への支援を充実させ，地域が一体となった
地域福祉活動をより一層促進していく。

〈主要事業〉
◆災害時要援護者支援事業
　　日頃からの声かけ・見守り活動や，災害発生時における要援護者の迅速かつ的確な避難誘導に向け，更なる制度の周知を図るとともに，地区支援班未設置
地区への設置促進や災害時要援護者台帳の整備を進め，避難行動要支援者名簿を活用した避難支援について，関係機関と連携協力していく。

◆民間福祉避難所情報伝達体制整備
　災害発生時に，迅速かつ円滑に要援護者や物資を受け入れられるよう，引き続き，通信訓練の実施やＭＣＡ無線機の適切な管理に努め，市との情報伝達体制
を維持・確保していく。

◆ひとり暮らし高齢者等の安心ネットワークシステム
 見守りを必要とする高齢者等の適切な把握に努めながら，対象者に対しては，地域包括支援センターをはじめとする重層的な見守りに取り組むため，地域（個
別）ケア会議において見守り体制等について検討していく。

〈その他個別事業〉
◆やさしさをはぐくむ福祉のまちづくり事業
　市民や事業者の優れた取組等を表彰し，福祉意識の高揚や活動等の普及啓発を図っていく。

◆市民福祉の祭典開催
　　より一層の福祉意識の高揚が図れるよう事業内容を検討し，各団体と連携協力しながら実施していく。

◆福祉に関する一層の意識啓発や交流活動を促進させるとともに，他者を理解し，やさしさや思いやり，互いを尊重する気持
ち（福祉のこころ）を活動につなげる施策が求められている。

◆地域の多様なネットワーク機能との連携協力体制を構築し，地域住民が主体となって支え合える地域づくりの支援施策を拡
充させることが求められている。

◆地域と連携した声かけ・見守りをはじめ，災害発生時における要援護者の迅速かつ的確な避難のための支援体制の整備が
求められている。
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